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(百万円未満切捨て)

１．2022年12月期第１四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年３月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 4,715 △54.0 239 △63.5 100 △80.6 108 △68.8

2021年12月期第１四半期 10,241 10.1 657 18.8 516 36.8 348 38.5
(注) 包括利益 2022年12月期第１四半期 108百万円( △68.8％) 2021年12月期第１四半期 348百万円( 38.5％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第１四半期 4.60 4.58

2021年12月期第１四半期 14.55 14.47
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 63,429 23,156 36.4

2021年12月期 62,778 23,546 37.4
(参考) 自己資本 2022年12月期第１四半期 23,063百万円 2021年12月期 23,453百万円
　

　
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 － 0.00 － 15.00 15.00

2022年12月期 －

2022年12月期(予想) 0.00 － 17.00 17.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 38,847 14.4 2,624 12.1 2,066 16.7 1,314 3.0 56.33
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　
　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年12月期１Ｑ 24,361,000株 2021年12月期 24,361,000株

② 期末自己株式数 2022年12月期１Ｑ 879,925株 2021年12月期 585,709株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期１Ｑ 23,644,034株 2021年12月期１Ｑ 23,978,691株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１．業績見通し等の将来に関する記述

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料３ページ「1．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想など
の将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

２. 決算説明資料の入手方法
決算説明資料は、TDnet及び当社ホームページにて同日開示しております。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しており、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度との比

較・分析を行っております。

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（2022年１月１日～2022年３月31日）における当社グループの属する不動産業界は、

新型コロナウイルス感染症や、ウクライナ情勢等による景気の不透明感がみられる中でも、需要は底堅く推移して

おり、取引価格は上昇基調となっております。また、記録的な円安が進行している中、日本の不動産の割安感が増

しており、不動産市場への資金流入が今後も続くと見込まれています。

　東日本不動産流通機構（東日本レインズ）によれば、2022年３月度の首都圏の中古マンション成約件数は3,405件

と前年比で19.5％減少し、３ヶ月連続で前年同月を下回ったものの、成約平米単価は前年比プラス10.8％の２ケタ

上昇となり2020年５月から23ヶ月連続、成約価格は同8.4％上昇し2020年６月から22ヶ月連続で前年同月を上回りま

した。在庫件数は前年比プラス8.5％となり、２月に続いて前年同月を上回りました。投資用不動産は、都心エリア

のオフィス賃料下落が進む一方で、空室率は上昇基調を緩めており、金融緩和政策の継続もあって投資意欲は高い

水準で推移しました。

　このような事業環境の下、当社グループの主力事業である不動産売買事業は、首都圏における中古住宅の需要の

高まりを受けて、居住用不動産の事業拡大に注力しております。昨年開設した５店舗の営業所による効果もあり、

仕入については好調に推移しました。一方で、住設機器の需給逼迫による工事遅延等の要因から、販売は前年同期

並みの水準となりました。投資用不動産については、稼働率向上やバリューアップによる商品の付加価値を高め、

販売強化することにより、在庫回転率の向上に努めてまいりました。一方で収益性の見極めを重視した点や、決済

の月ずれが発生した等の要因により、前年同期比で減収となりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は47億15百万円（前年同期比54.0％減）、営業利益は２

億39百万円（同63.5％減）、経常利益は１億円（同80.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億８百万

円（同68.8％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（不動産売買事業）

不動産売買事業におきましては、投資用不動産の販売が13件（前年同期比31件減）、平均販売単価は１億63百

万円（同3.5％減）となり、売上高は21億25百万円（同71.5％減）となりました。また、居住用不動産の販売が47

件（前年同期比２件減）、平均販売単価は42百万円（同3.8％増）となり、売上高は20億12百万円（同0.4％減）

となりました。

以上の結果、売上高は41億75百万円（前年同期比56.8％減）、セグメント利益（営業利益）は４億38百万円

（同43.2％減）となりました。

（賃貸その他事業）

賃貸その他事業におきましては、不動産賃貸収入が５億６百万円（前年同期比7.3％減）となりました。

以上の結果、売上高は５億40百万円（前年同期比5.8％減）、セグメント利益（営業利益）は１億86百万円（同

10.3％減）となりました。

（注）「投資用不動産」は、一棟賃貸マンション及び一棟オフィスビル等の賃貸収益が発生する物件を購入者が

主に投資用として利用する不動産として区分し、「居住用不動産」は、区分所有マンションを中心に購入

者が居住用として利用する不動産、および土地等も含まれております。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末における財政状態は、資産が634億29百万円（前期末比1.0％増）、負債が402億73百

万円（同2.7％増）、純資産は231億56百万円（同1.7％減）となりました。

　資産の主な増加要因は、販売用不動産が37億42百万円増加した一方、現金及び預金が30億26百万円減少したこと

によるものであります。

　負債の主な増加要因は、短期借入金が10億53百万円増加したことによるものであります。

　純資産の主な減少要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が１億８百万円増加した

一方、配当の支払により利益剰余金が３億56百万円減少したことによるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年12月期通期連結業績の業績予想及び配当予想につきましては、2022年２月14日公表の「2021年12月期 決

算短信〔日本基準〕（連結）」の通りであります。

　なお、本資料に記載されている業績予想に関する記述は、本資料の発表日現在における将来に関する前提・見通

し・計画に基づく予想であり、リスクや不確定要素を含んでおります。実際の業績は、当社グループの事業を取り

巻く経済環境、市場動向等の様々な要因により、記述されている業績予想とは大きく異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,565 14,539

売掛金 19 27

販売用不動産 35,463 39,206

仕掛販売用不動産 630 479

その他 728 735

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 54,404 54,982

固定資産

有形固定資産

建物 3,949 3,971

減価償却累計額 △522 △564

建物（純額） 3,426 3,407

土地 4,157 4,157

その他 111 114

減価償却累計額 △81 △84

その他（純額） 30 30

有形固定資産合計 7,614 7,596

無形固定資産 85 91

投資その他の資産

投資有価証券 21 21

繰延税金資産 252 336

その他 357 358

投資その他の資産合計 631 715

固定資産合計 8,331 8,403

繰延資産 41 43

資産合計 62,778 63,429
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 361 436

短期借入金 4,739 5,793

1年内償還予定の社債 727 865

1年内返済予定の長期借入金 4,982 3,882

未払法人税等 287 89

賞与引当金 20 77

工事保証引当金 48 41

その他 1,002 1,132

流動負債合計 12,168 12,318

固定負債

社債 3,219 3,436

長期借入金 23,192 23,870

退職給付に係る負債 109 103

その他 542 545

固定負債合計 27,063 27,955

負債合計 39,232 40,273

純資産の部

株主資本

資本金 2,552 2,552

資本剰余金 2,475 2,475

利益剰余金 18,827 18,579

自己株式 △401 △543

株主資本合計 23,453 23,063

新株予約権 92 92

純資産合計 23,546 23,156

負債純資産合計 62,778 63,429

　



株式会社ムゲンエステート(3299) 2022年12月期 第１四半期決算短信

－ 6 －

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 10,241 4,715

売上原価 8,774 3,618

売上総利益 1,466 1,096

販売費及び一般管理費 809 856

営業利益 657 239

営業外収益

受取利息及び配当金 0 0

受取手数料 3 2

違約金収入 1 11

その他 1 3

営業外収益合計 7 17

営業外費用

支払利息 130 137

支払手数料 9 12

その他 7 7

営業外費用合計 148 157

経常利益 516 100

税金等調整前四半期純利益 516 100

法人税、住民税及び事業税 134 75

法人税等調整額 33 △83

法人税等合計 167 △8

四半期純利益 348 108

親会社株主に帰属する四半期純利益 348 108
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益 348 108

四半期包括利益 348 108

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 348 108
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

りますが、 利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。また、当第１四半期連結累計期間の損益に与え

る影響もありません。なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）

第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を

分解した情報を記載しておりません。

（追加情報）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」とい

う。)等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって四半期連結

貸借対照表価額とする金融商品を保有しておらず、当第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書における（重要な会計上の見積り）に記載した、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響に関する仮定について、当第１四半期連結累計期間において、重要な変更はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２不動産売買事業 賃貸その他事業 計

売上高

外部顧客への売上高 9,668 573 10,241 － 10,241

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3 8 12 △12 －

計 9,672 581 10,253 △12 10,241

セグメント利益 771 207 979 △321 657

(注)1.セグメント利益の調整額△321百万円は、主に一般管理費等の各報告セグメントに配賦されない全社費用であり

ます。

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第１四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２不動産売買事業 賃貸その他事業 計

売上高

外部顧客への売上高 4,175 540 4,715 － 4,715

セグメント間の内部売上高
又は振替高

13 4 18 △18 －

計 4,189 544 4,734 △18 4,715

セグメント利益 438 186 624 △384 239

(注)1.セグメント利益の調整額△384百万円は、主に一般管理費等の各報告セグメントに配賦されない全社費用であり

ます。

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　


